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2023年11月７日 

各 位 

 

会 社 名  

代表者名  代表取締役社長 社長執行役員 伊藤 秀 

（コード番号 7846 東証プライム市場） 

問合せ先             広報部長   辻  豊 

（TEL．03 - 3538 - 3700 ） 

 

 

合弁解消と合弁会社（持分法非適用関連会社）の株式取得（特定子会社の異動）に関するお知らせ 

 

 

当社は、2023年11月７日開催の取締役会において、当社とPT PILOTINDO PRIMA（以下

「PIP」とする）との合弁会社であり、当社の持分法非適用関連会社であるPT Pilot Pen 

Indonesia（以下「PPI」とする）について、合弁契約を解消し、当社がPIPの保有するPPIの

全株式を取得し、当社の完全子会社とすることを決議いたしましたので下記のとおりお知ら

せいたします。 

 

記 

１．合弁解消の理由 

 

当社は、1991年にインドネシア共和国において、主に同国向け製品の製造拠点として、

PIPとの合弁にてPPIを設立し筆記具等の製造をしてまいりました。この度、当社及び当社グ

ループが推進するグローバル筆記具市場においてNo.１の地位を確立するための機能強化の

一環として、PIPとの合弁契約を解消し、PPIの株式をすべて取得し完全子会社化することと

いたしました。これにより当社は同国における製造体制の更なる強化充実を図ってまいりま

す。 

 

２．合弁解消及び合弁会社株式取得の内容 

 

PIPとの合弁契約を解消し、PIPが保有するPPIの全株式（発行済株式全体の50％）を当社

が譲り受けます。これによりPPIは当社の完全子会社（特定子会社）となります。 

 

３. 合併解消の相手会社の概要 

 

（１）名称 PT PILOTINDO PRIMA 

（２）所在地 インドネシア共和国 

（３）代表者の役職・氏名 取締役社長  Marlina Halim     

（４）事業内容 文具事務用品の卸販売 

（５）設立年 1983年 

（６）上場会社と当該会社 
との間の関係 

資本関係・人的関係・取引関係につきまして該当事項はありません。 

合弁解消の相手会社であるPT PILOTINDO PRIMAは、その株主情報及び財務諸表等を公開して 

おらず詳細が把握できないため、概要等については記載を省略しております。 
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４. 合弁会社の概要 

 

（１）名称 PT Pilot Pen Indonesia 

（２）所在地 インドネシア共和国 

（３）代表者の役職・氏名 取締役社長 Junus Halim 

（４）事業内容 筆記具等の製造 

（５）資本金 556億68百万インドネシアルピア（約５億28百万円） 

（６）設立年 1991年 

（７）大株主及び持株比率 PIP 50％、当社50％ 

（８）上場会社と当該会社 

   との間の関係 

資本関係 当社が50％出資しております。 

人的関係 当社から取締役１名が就任しております。 

取引関係 

当社と同社は、当社製品の部品等の販売、

当社製品の製造委託、ロイヤリティ取引等を

行っております。 

(９)当該会社の直近の経営成績及び財政状態 （単位：百万インドネシアルピア） 

決算期 2022年度 2021年度 2020年度 

純資産 93,607 83,133 87,935 

総資産 129,395 115,522 113,382 

売上高 130,543 104,310 88,751 

営業利益 7,999 △1,923 △6,870 

当期純利益 10,473 △4,802 △9,521 

1株当たり純資産 
(単位:インドネシアルピア) 

1,170,091.10 1,039,167.81 1,099,197.28 

1株当たり当期純利益 
(単位:インドネシアルピア) 

130,923.29 △60,029.47 △119,015.74 

（参考 １インドネシアルピア＝0.0095円） 

 

５. 取得株式数及び取得前後の所有株式の状況 

 

（１）異動前の所有株式数 40,000株（50％） 

（２）取得株式数 40,000株（50％） 

（３）取得価額 10百万USドル 

（４）異動後の所有株式数 80,000株（100％） 

 

６. 異動の日程 

 

（１）取締役会決議日 2023年1１月7日 

（２）株式譲渡契約締結日 2023年1１月7日 

（３）株式譲渡実行日 2023年12月20日(予定) 

 

７．今後の見通し 

 

本株式取得により、当社連結業績へ与える影響は現時点で軽微であると見込んでおります

が、公表すべき事項が生じた場合には速やかにお知らせいたします。 

以 上 


